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一般社団法人 日本溶接協会 細則 

平成 24 年 5月 23日  制 定  

平成 25 年 2月 21日一部変更 

平成 26 年 6月 11日一部変更 

平成 29 年 2月 22日一部変更 

令和 3 年 12月 22日一部変更 

令和 5 年 9月 27日一部変更 

令和 6 年 2月 28日一部変更 

 

この細則は、一般社団法人日本溶接協会（以下「本協会」という。）定款第４６条に基づくもので、

定款の施行に必要な事項を定める。 

 

第 1章  会員 

（入会の手続き） 

第 1条  団体会員及び学識会員の入会は、理事会の承認を要する。 

２ 団体会員は、溶接・接合及び関連プロセスにおいて、次の各号のいずれかに該当する者で本協会

の目的に賛同し、協力しようとする日本国内で法人登記された法人又は団体とする。 

（1）使用する材料、機器又は付帯装置等の製造あるいは供給を事業として行う者 

（2）溶接構造物又は製品等の製造、製作、維持あるいは管理を事業として行う者 

（3）研究又は普及等を事業として行う者 

３ 団体会員は、本協会に対する代表者（以下「団体会員代表者」という。）1 人を決定して、所定

の入会申込書により申込むものとする。 

４ 学識会員は、第５章から第８章に定める委員会又は専門部会の推薦によるものとする。学識会員

の推薦方法その他は、理事会の決議を得て、別に定める。 

（入会金及び会費の納入） 

第２条 団体会員は、第３条に規定した入会金及び会費を納めなければならない。 

２ 会費は１年ごとに前納することを原則とする。ただし、会費は上期・下期に分けて納入すること

ができる。 

３ 団体会員が年度の中途で下級へ変更した場合は、既納の会費は払い戻しをしない。 

４ 団体会員が退会した場合、既納の会費は払戻しをしない。 

（入会金及び会費の金額） 

第３条 団体会員の入会金及び会費は次表のとおりとする。 

２ 団体会員が年度の中途で入会したときの会費は、入会の月から年度末迄の分に対し、月割で計算

した金額とする。 

３ 団体会員が年度の中途で上級へ変更したときの会費は、級変更の月から年度末迄の分に対し、月

割で計算した金額とする。 

４ この入会金及び会費の変更は総会の議決を得るものとする。 
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級 別 入 会 金 会費（年額） 

特 級 5，000円 １級会費２口以上 

１ 級 〃 525，000 円 

２ 級 〃 375，000 円 

３ 級 〃 275，000 円 

４ 級 〃 100，000 円 

５ 級 〃 50，000円 

入会金及び会費は本体価格とし、消費税法に従った金額を加算する。 

 

 

第２章  会務担当理事、顧問、参与及び技術アドバイザー 

（会務担当理事の職務） 

第４条  定款第２０条に定める会務担当理事は、次の職務を担当するものとする。 

（1）総務 

・庶務、企画、会員、表彰、指定機関に関する事項 

・会務及び事業報告書、事業計画書の作成等に関する事項 

（2）財務 

・出納の管理、資産の保管、予算、決算報告書の作成等に関する事項 

（3）不動産管理 

・不動産の取得、処分、貸借、維持、管理及び運営に関する事項 

（顧問） 

第５条  役員等の経験を有し、本協会の目的達成に顕著な功績のあった者は、理事会の議決を得て、

定款第２８条の顧問とすることができる。 

（参与） 

第６条 企業又は国公立機関等を退職した者で、本協会の専門部会又は委員会の部会長・委員長等の

重要な業務に関与している者は、理事会の議決を得て、定款第２８条の参与にすることができる。 

（技術アドバイザー） 

第７条 企業又は国公立機関等を退職した者で、本協会の専門部会又は委員会等で溶接技術の普及・

啓発に重要な役割を担っている者は、定款第２８条の技術アドバイザーにすることができる。 

（顧問、参与及び技術アドバイザーの職務等） 

第８条 顧問及び参与の職務並びに技術アドバイザーの職務及び任期等は、理事会で別に定める規則

による。 

 

第３章  指定機関 

（指定） 

第９条 定款第３６条に定める指定機関は、特別な事情がある場合を除いて各都道府県に１団体とす

る。 
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２ 指定機関に関する規則は、理事会の議を経て、別に定める。 

（指定機関との契約） 

第１０条 本協会は、指定機関と必要に応じて業務委託契約を結ぶことができる。 

 

第４章  資産及び会計 

（資産の種類） 

第１１条 本協会の資産を分けて特定資産及び一般資産の２種とする。 

２ 特定資産は、特定の目的で積み立てられる資産で、理事会が編入を議決したものとする。 

３ 一般資産は、特定資産に属しない資産とする。 

（不動産） 

第１２条 資産のうち、土地、建物、建物付属設備、構築物、土地賃借権を取得する、又はその一部

を処分あるいは担保に供する場合は、理事会の議決を得なければならない。 

（寄付金品） 

第１３条 寄附金品を受けることの可否は理事会で決定する。 

２ 寄附金品の一部又は全部は、理事会の議決を得て、特定資産に編入することができる。ただし、

寄附者の指定があるものは、その指定に従う。 

（経費の支弁及び特定資産の取り崩し） 

第１４条 本協会の事業遂行に要する経費は、一般資産をもって支弁する。 

２ 特定資産を取り崩すときは、理事会の議決を得なければならない。ただし、１００万円以下の場

合はこの限りではない。 

３ 次の各号については、前項によらず、理事会で承認されているものとして、執行する際に再度の

理事会議決を必要としない。 

（1）年度の事業計画及び資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類に定めた取り崩し 

（2）規定に基づいて支給する職員の中途退職金 

（決算の承認） 

第１５条  会長は、毎事業年度終了後、下記の書類を作成し、事業報告書及び会員の異動状況書とと

もに監事の意見書を付け、理事会の承認を受けた後、総会に提出し、第５号についてはその内容

を報告し、第１号から第４号の書類について承認を受けなければならない。 

（1）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（2）貸借対照表 

（3）財産目録 

（4）特定資産編入に関する議案 

（5）公益目的支出計画実施報告書 

２  前項各号の書類については、監事による監査を受けた後、理事会の承認を受け、５号の書類につ

いては総会へ報告し、１号から４号の書類については総会の承認を得なければならない。 

３  毎事業年度終了後３か月以内に、第１項各号の書類及び事業報告を行政庁に提出しなければなら

ない。 

４  本協会の決算において、一般資産を超える資金が生じたときは、理事会及び総会の議決を得て、

その一部又は全部を特定資産に編入するものとする。 
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（予算の承認） 

第１６条 本協会の事業計画に伴う予算は、理事会の承認を得なければならない。 

（借入金） 

第１７条 本協会が借入金をしようとするときは、その事業年度の収入をもって償還する短期借入金

を除き、理事会及び総会の議決を得なければならない。 

（重要事項の議決） 

第１８条 本協会は、次の各号の事項を行うときは、理事会及び総会の議決を得なければならない。 

（1）前条の事項 

（2）次年度予算で定めていない本協会の新たな義務の負担又は権利の放棄のうち重要な事項 

 

第５章  本協会の運営、企画及び管理に関する委員会 

（委員会の種類） 

第１９条 本協会に定款第３５条及び第３６条に基づき、次の運営、企画、管理、教育及び指定機関

に関する委員会を置く。 

（1）総合企画会議 

（2）会務に関する委員会 

① 総務委員会 

② 財務委員会 

③ 不動産管理委員会 

（3）特別委員会 

① 規格委員会 

② 出版委員会 

③ 国際活動委員会 

④ 安全衛生・環境委員会 

⑤ 特許委員会 

⑥ 全国溶接技術競技会運営委員会 

⑦ 設備技術規格評価委員会 

（4）全国指定機関委員会 

（5）溶接情報センター委員会 

 

第１節 総合企画会議 

（業務） 

第２０条 総合企画会議は、次の業務を行う。 

（1）本協会全般の事業方針（案）の検討 

（2）本協会全般の財政方針（案）の検討 

（3）その他必要と認められる業務 

２ 総合企画会議は、必要に応じ、会長がこれを招集する。 

３ 総合企画会議における検討の状況及び結果を理事会に説明する。 
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（委員会構成及び委嘱） 

第２１条 総合企画会議は、会長、理事及び会長から推薦された者で構成する。 

２ 総合企画会議に委員長及び委員を置く。 

３ 総合企画会議に、必要に応じて副委員長及び幹事を置くことができる。 

４ 前２項の委員長、副委員長、幹事及び委員は、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。 

（経費） 

第２２条 総合企画会議に必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（委員会規則及び任期等） 

第２３条  総合企画会議は、理事会の議決を得て定める委員会規則によって運営する。 

２  総合企画会議の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任は前項の委員会規則による。 

（委員会の改廃） 

第２４条  総合企画会議の改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第２節 会務に関する委員会 

（業務） 

第２５条 総務委員会は次の業務を行う。 

（1）本協会全般の会務の検討 

（2）その他必要と認められる業務 

２ 財務委員会は次の業務を行う。 

（1）本協会の予算及び決算の検討 

（2）その他必要と認められる業務 

３ 不動産管理委員会は次の業務を行う。 

（1）本協会の不動産の維持及び管理 

（2）本協会の不動産の維持、管理及び運営のための費用の徴収と支払 

（3）本協会の不動産取得及び処分並びに貸借等 

（4）その他必要と認められる業務 

（委員会構成及び委嘱） 

第２６条 会務に関する各委員会は、その業務に必要と認められる学識会員並びに団体会員に属する

専門家及び学識経験者で構成する。 

２ 会務に関する各委員会に、委員長１人、副委員長２人以内、幹事及び委員若干名を置く。 

３ 前項の各委員長は、原則として理事とし、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。副委員長、幹

事及び委員は、委員長の推薦により会長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第２７条  会務に関する各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事会

の承認を要する。 

２  会務に関する各委員会の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任については定款第２４条の

規定を準用する。 
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（経費） 

第２８条 会務に関する各委員会に必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第２９条  会務に関する各委員会は、年度ごとに事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び予算

を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会の新設及び改廃） 

第３０条  会務に関する委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第３節 特別委員会 

（規格委員会） 

第３１条 規格委員会は次の業務を行う。 

（1）日本工業規格（JIS）の溶接関係規格原案の審議及び日本溶接協会規格（WES）の作成に関する

業務 

（2）国際標準化機構（ISO）及び国際電気標準会議（IEC）の溶接関係規格の制定・改廃に関する審

議等の業務 

（3）溶接関係内外規格の調査 

（4）その他必要と認められる業務 

（出版委員会） 

第３２条 出版委員会は、本協会の出版事業の管理を行うほか、出版物の監修を管理する。 

（国際活動委員会） 

第３３条 国際活動委員会は、次の業務を行う。 

（1）国際活動に関する企画及び立案 

（2）その他必要と認められる業務 

（安全衛生・環境委員会） 

第３４条 安全衛生・環境委員会は次の業務を行う。 

（1）溶接作業及び環境の安全及び衛生に関する調査及び検討 

（2）溶接作業及び環境の安全及び衛生に関する関係団体との協力 

（3）その他必要と認められる業務 

（特許委員会） 

第３５条 特許委員会は次の業務を行う。 

（1）溶接関係特許の調査及び検討 

（2）特許庁及び溶接特許に関連する団体との協力 

（3）その他必要と認められる業務 

（全国溶接技術競技会運営委員会） 

第３６条 全国溶接技術競技会運営委員会は次の業務を行う。 

（1）全国溶接技術競技会の開催 

（2）全国溶接技術競技会の審査 

（3）その他必要と認められる業務 
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（設備技術規格評価委員会） 

第３６条の２ 設備技術規格評価委員会は次の業務を行う。 

（1）高圧ガス設備の保安検査方法に関する民間規格等の評価、審議、承認 

（2）その他必要と認められる業務 

（委員会構成及び委嘱） 

第３７条 特別委員会の各委員会は、その業務に必要と認められる学識会員並びに団体会員に属する

専門家及び学識経験者で構成する。 

２ 特別委員会の各委員会に、委員長１人、副委員長２人以内、幹事及び委員若干名を置く。 

３ 特別委員会の各委員長は、理事会の議決を得て、副委員長、幹事及び委員は、委員長の推薦によ

り会長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第３８条  特別委員会の各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事会

の承認を要する。 

２  特別委員会の各委員会の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任については、定款第２４条の

規定を準用する。 

（経費） 

第３９条 特別委員会の各委員会に必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第４０条  特別委員会の各委員会は、年度ごとに事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び予算

を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会規則の新設及び改廃） 

第４１条  特別委員会の各委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第４節 指定機関に関する委員会 

（全国指定機関委員会の構成及び委嘱） 

第４２条 全国指定機関委員会は、本協会を代表する委員及び第８１条第３項に規定する各地区溶

接技術検定委員会の所掌する地域ごとに選出された委員で構成する。本協会を代表する委員は、

原則として定款第２０条に定める理事が務める。 

２ 全国指定機関委員会に委員長１人を置き、必要に応じ副委員長２人以内を置くことができる。 

３ 全国指定機関委員会の委員長は理事会の議決を得て、副委員長及び委員は委員長の推薦により

会長が委嘱する。 

（委員会規則） 

第４３条  全国指定機関委員会は、理事会の議決を得て別に定める委員会規則によって運営する。 

（経費） 

第４４条 全国指定機関委員会に必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（補助金の交付） 

第４５条  本協会は、別に定める基準に従い、管理会計から、第８１条第３項に規定する各地区溶
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接技術検定委員会の所掌する地域ごとに活動する指定機関の会議体に補助金を交付する。 

 

第５節 溶接情報センター委員会 

（溶接情報センター委員会） 

第４６条 溶接情報センター委員会は次の業務を行う。 

（1）溶接情報センターの管理及び運営に関する業務 

（2）その他必要と認められる業務 

（委員会構成及び委嘱） 

第４７条 溶接情報センター委員会は、その業務に必要と認められる学識会員並びに団体会員に属

する専門家及び学識経験者で構成する。 

２ 溶接情報センター委員会に、委員長１人、必要に応じて副委員長２人以内、幹事及び委員若干

名を置く。 

３ 溶接情報センター委員会の委員長は、理事会の議決を得て、副委員長、幹事及び委員は、委員

長の推薦により会長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第４８条  溶接情報センター委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理

事会の承認を要する。 

２  溶接情報センター委員会の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任については、定款第２４

条の規定を準用する。 

（経費） 

第４９条 溶接情報センター委員会に必要な経費は、理事会の議決を得て、原則として溶接技術振

興特定資産から支出する。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第５０条  溶接情報センター委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び

予算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会の新設及び改廃） 

第５１条  溶接情報センター委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第６章  調査研究に関する部会・委員会 

（専門部会等） 

第５２条 本協会に定款第３５条に基づき専門部会、研究委員会、臨時専門委員会を置く。 

 

第１節 専門部会 

（種類） 

第５３条 本協会の定款第３５条に基づく専門部会は次のとおりとする。 

（1）溶接材料部会 

（2）電気溶接機部会 

（3）ガス溶断部会 
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（4）船舶・鉄構海洋構造物部会 

（5）機械部会 

（6）車両部会 

（7）自動車部会 

（8）建設部会 

（9）鉄鋼部会 

（10）ろう部会 

（11）はんだ・微細接合部会 

（12）圧力設備サステナブル保安部会 

（13）AM部会 

（構成及び委嘱） 

第５４条 各専門部会は、部会の事業に関係する団体会員をもって構成する。 

２ 各専門部会は、必要に応じて学識会員及び団体会員に属さない学識経験者等を部会の活動に参

加させることができる。 

３ 各専門部会に部会長１人、副部会長２人以内及び幹事若干名を置く。必要に応じ部会監事２人

以内を置くことができる。 

４ 各専門部会長は、当該部会の推薦により、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。 

５ 副部会長及び部会監事は、当該部会長の推薦により会長が委嘱する。幹事は部会長が委嘱する。 

 

（部会規則及び任期等） 

第５５条  各専門部会は、別に部会規則を定めて運営し、部会規則の改廃は、理事会の承認を要す

る。 

２  各専門部会の部会長以下役員の任期及び重任は、定款第２４条の規定を準用する。 

（経費） 

第５６条 各専門部会の運営に必要な経費は、各部会ごとに定める部会費及びその他の費用をあて

る。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第５７条  各専門部会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに事業計画及び予算を理事会へ提出し、

承認を得なければならない。 

（新設及び改廃） 

第５８条  専門部会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第２節 研究委員会 

（種類） 

第５９条 本協会の定款第３５条に基づく研究委員会は次のとおりとする。 

（1）特殊材料溶接研究委員会 

（2）原子力研究委員会 

（3）化学機械溶接研究委員会 

（4）ロボット溶接研究委員会 
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（5）表面改質技術研究委員会 

（6）溶接・接合プロセス研究委員会 

（7）レーザ加工技術研究委員会 

（8）非破壊試験技術実用化研究委員会 

（構成及び委嘱） 

第６０条 研究委員会の各委員会は、会員の要望を考慮して定める事業内容に賛同した団体会員及

び学識会員で構成する。必要な場合には、団体会員に属さない学識経験者等を参加させることが

できる。 

２ 各研究委員会に委員長１人、委員及び幹事若干名を置く。必要に応じ副委員長２人以内及び委

員会監事２人以内を置くことができる。 

３ 各研究委員会の委員長は、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。副委員長及び委員会監事は、

委員長の推薦により会長が委嘱する。委員及び幹事は、委員長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第６１条  各研究委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事会の承認

を要する。 

２  各研究委員会の委員長以下役員の任期及び重任は、定款第２４条の規定を準用する。 

（経費） 

第６２条 各研究委員会の運営に必要な経費は、各研究委員会ごとに定める会費及びその他の費用

をあてる。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第６３条  各研究委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに事業計画及び予算を理事会へ提出

し、承認を得なければならない。 

（新設及び改廃） 

第６４条  研究委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第３節 臨時専門委員会 

（構成及び委嘱） 

第６５条 本協会の定款第３５条に基づく臨時専門委員会の各委員会は、当該委員会の目的達成に

必要な団体会員、学識会員及び委託者の推薦する委員で構成する。 

２ 臨時専門委員会の各委員会に委員長１人、委員及び幹事若干名を置く。必要に応じ副委員長２

人以内及び委員会監事２人以内を置くことができる。 

３ 臨時専門委員会の各委員会の委員長は、理事会の議決を得て、副委員長及び委員会監事は、委

員長の推薦により会長が委嘱する。委員及び幹事は、委員長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第６６条  各臨時専門委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事会の

承認を要する。 

２  各臨時専門委員会の委員長以下役員の任期及び重任は、定款第２４条の規定を準用する。 
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（経費） 

第６７条 臨時専門委員会の各委員会は、諸官庁及び民間事業団体からの補助又は委託費により調

査、研究を行う。 

（事業報告書及び計画並びに決算及び予算） 

第６８条  臨時専門委員会の各委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及

び予算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会の新設及び改廃） 

第６９条  臨時専門委員会の各委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第７章  教育に関する委員会 

（種類） 

第７０条 本協会に定款第３５条に基づき、教育に関する委員会を置く。 

（1）溶接技能者教育委員会 

（2）溶接管理技術者教育委員会 

（3）マイクロソルダリング教育委員会 

（4）建築鉄骨ロボット溶接オペレータ教育委員会 

（5）AM技術者教育委員会 

（溶接技能者教育委員会） 

第７１条  溶接技能者教育委員会は、次の業務を行う。 

（1）溶接技能者の教育に関する基本方針の立案 

（2）溶接技能者に関する技術教育の実施、研修会等の開催 

（3）その他溶接技能者の教育に関する必要な業務 

（溶接管理技術者教育委員会） 

第７２条  溶接管理技術者教育委員会は、次の業務を行う。 

（1）溶接管理技術者の教育に関する基本方針の立案 

（2）溶接管理技術者に関する技術教育の実施、研修会等の開催 

（3）その他溶接管理技術者の教育に関する必要な業務 

（マイクロソルダリング教育委員会） 

第７３条  マイクロソルダリング教育委員会は、次の業務を行う。 

（1）マイクロソルダリング技術者、インストラクタ、インスペクタ及びオペレータ等の教育に関す

る基本方針の立案 

（2）マイクロソルダリング技術者、インストラクタ、インスペクタ及びオペレータ等に関する技術

教育の実施、研修会等の開催 

（3）その他マイクロソルダリング技術者、インストラクタ、インスペクタ及びオペレータ等の教育

に関する必要な業務 

（建築鉄骨ロボット溶接オペレータ教育委員会） 

第７３条の２  建築鉄骨ロボット溶接オペレータ教育委員会は、次の業務を行う。 

（1）建築鉄骨ロボット溶接オペレータの教育に関する基本方針の立案 
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（2）建築鉄骨ロボット溶接オペレータに関する技術教育の実施及び研修会等の開催 

（3）その他建築鉄骨ロボット溶接オペレータの教育に関する必要な業務 

（AM技術者教育委員会） 

第７３条の３ AM技術者教育委員会は、次の業務を行う。 

（1）AM技術者の教育に関する基本方針の立案 

（2）AM技術者に関する技術教育の実施、研修会等の開催 

（3）その他AMの教育に関する必要な業務 

（委員会構成及び委嘱） 

第７４条  教育に関する各委員会に、委員長１人、副委員長２人以内、幹事及び委員若干名を置く。 

２  前項の各委員長は、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。副委員長、幹事及び委員は、委員長

の推薦により会長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第７５条  教育に関する各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事会

の承認を要する。 

２  教育に関する各委員会の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任については、定款第２４条の

規定を準用する。 

（経費） 

第７６条  教育に関する各委員会の経費は、理事会の議決を得て決定する。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第７７条  教育に関する各委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び予算

を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会の新設及び改廃） 

第７８条  教育に関する委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第８章  認証及び認定に関する委員会 

（種類） 

第７９条 本協会に定款第３５条に基づき、認証及び認定に関する委員会を置く。 

（1）要員認証管理委員会 

（2）事業者･製品等の認定に関する委員会 

① 鋼種等認定委員会 

② ガス溶断器認定委員会 

③ 溶接検査認定委員会 

（3）技術基準に基づく認証委員会 

① 技術基準・認証委員会 

（4）ＪＡＮＢ（Japanese Authorized National Body） 

 

第１節 要員の認証に関する委員会 

（要員認証管理委員会） 
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第８０条 要員認証管理委員会は、要員の認証に関する業務を統括する。 

２ 要員認証管理委員会に、次の委員会を置く。 

（1）溶接技能者認証委員会 

（2）溶接管理技術者認証委員会 

（3）マイクロソルダリング要員認証委員会 

（4）建築鉄骨ロボット溶接オペレータ認証委員会 

（5）AM技術者認証委員会 

（溶接技能者認証委員会） 

第８１条 溶接技能者認証委員会は、日本工業規格（JIS）及び日本溶接協会規格（WES）等に基づ

く溶接技能者認証に関する業務を行う。 

２ 溶接技能者認証委員会は、北海道、東北、東部、中部、北陸、関西、中国、四国及び九州の各

地区に溶接技能者評価委員会として地区溶接技術検定委員会を置き、溶接技能者の評価業務を遂

行する。 

３ 各地区溶接技術検定委員会の分担区域は次のとおりとする。 

（1）北海道地区 北海道全域 

（2）東北地区  青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島の６県 

（3）東部地区  茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川、山梨・新潟・長野の１都９県 

（4）中部地区  静岡・愛知・岐阜・三重の４県 

（5）北陸地区  富山・石川・福井の３県 

（6）関西地区  大阪・兵庫・京都・奈良・滋賀・和歌山の２府４県 

（7）中国地区  岡山・広島・鳥取・島根・山口の５県 

（8）四国地区  徳島・香川・愛媛・高知の４県 

（9）九州地区  福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖繩の８県 

（溶接管理技術者認証委員会） 

第８２条 溶接管理技術者認証委員会は、日本工業規格（JIS Z 3410）/ISO 規格（ISO 14731）/日

本溶接協会規格（WES 8103）に基づく構造物の溶接施工・管理に関する技術者及び日本溶接協会

規格（WES 8107）に基づく溶接作業指導者の認証業務を行う。 

２ 溶接管理技術者認証委員会に、溶接管理技術者評価委員会を置き、構造物の溶接施工及び管理

に関する技術者の評価業務を行う。 

３ 溶接管理技術者認証委員会に、溶接作業指導者運営委員会を置き、溶接作業指導者の評価業務

を行う。 

（マイクロソルダリング要員認証委員会） 

第８３条 マイクロソルダリング要員認証委員会は、日本工業規格（JIS）及び日本溶接協会規格

（WES）等に基づくマイクロソルダリング技術者、インストラクタ、インスペクタ、オペレータ等

の認証に関する業務を行う。 

２ マイクロソルダリング要員認証委員会に、マイクロソルダリング要員評価委員会を置き、マイ

クロソルダリング技術者、インストラクタ、インスペクタ、オペレータ等の認証に関する評価業

務を行う。 

（建築鉄骨ロボット溶接オペレータ認証委員会） 

第８４条 建築鉄骨ロボット溶接オペレータ認証委員会は、日本溶接協会規格（WES）に基づく建築
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鉄骨ロボット溶接オペレータの認証業務を行う。 

２ 建築鉄骨ロボット溶接オペレータ認証委員会に、建築鉄骨ロボット溶接オペレータ評価委員会

を置き、建築鉄骨ロボット溶接オペレータの評価業務を行う。 

（AM技術者認証委員会） 

第８４条の２ AM 技術者認証委員会は、日本溶接協会規格（WES）に基づく AM 技術者の認証業務を

行う。 

２ AM技術者認証委員会に、AM技術者評価委員会を置き、AM技術者の評価業務を行う。 

（委員会規則） 

第８５条  要員認証に関する各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、

理事会の承認を要する。 

（委員会構成、委嘱及び任期等） 

第８６条  要員認証に関する各委員会の委員長以下役員及び委員の構成、委嘱、任期等については

各委員会で定める委員会規則による。 

（経費） 

第８７条 要員認証に関する各委員会が行う認証等に要する経費は、理事会の議決を得て、決定す

る。 

（認証に関わる料金及び手続） 

第８８条 前条の各委員会における認証料等の金額及び認証手続に関しては理事会の議決を得て、

別に定める規則等による。 

（事業報告及び計画並びに予算及び決算） 

第８９条  要員認証に関する各委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及

び予算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（新設及び改廃） 

第９０条  要員認証に関する各委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第２節 事業者･製品等の認定に関する委員会 

（種類及び業務） 

第９１条 鋼種等認定委員会は、溶接構造用鋼材の認定及びその鋼材に用いる溶接材料の認定並び

に特殊な溶接構造物の材料、施工、設計及び試験検査の開発に関する特別認定の業務を行う。 

２ ガス溶断器認定委員会は、ガス溶断関係機器の認定を行う。 

３ 溶接検査認定委員会は、溶接構造物の非破壊検査事業者等及びその技術者の認定業務を行う。 

（経費） 

第９２条 認定に関する各委員会が行う認定等に要する経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（認定に関わる料金及び手続） 

第９３条 前条の各委員会における認定料等の金額及び認定手続に関しては、理事会の議決を得て、

別に定める規則等による。 
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（委員会規則、委嘱及び任期等） 

第９４条  認定に関する各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理事

会の承認を要する。 

２  認定に関する各委員会の委員長は、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。 

３  認定に関する各委員会の委員長以下役員及び委員の構成、任期等については、各委員会で定め

る委員会規則による。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第９５条  認定に関する各委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び予

算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（新設及び改廃） 

第９６条  認定に関する各委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第３節 技術基準に基づく認証委員会 

（技術基準・認証委員会） 

第９７条 技術基準・認証委員会は、各種法改正による基準・認証制度等の整理及び合理化に関す

る検討及び認証を行う。 

２ 技術基準・認証委員会に、基準･認証制度等の検討及び評価を行う小委員会を置くことができる。 

（委員会規則） 

第９８条  技術基準に基づく認証の各委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規

則の改廃は、理事会の承認を要する。 

（委員会構成、委嘱及び任期等） 

第９９条  技術基準に基づく認証の各委員会の委員長以下役員及び委員の構成、委嘱、任期

等については、各委員会で定める委員会規則による。 

（経費） 

第１００条 技術基準に基づく認証の各委員会に必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（認証に関わる料金及び手続） 

第１０１条 前条の各委員会における認証料等の金額及び認証手続に関しては理事会の議決を得て、

別に定める規則等による。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第１０２条  技術基準に基づく認証の各委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事

業計画及び予算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（新設及び改廃） 

第１０３条  技術基準に基づく認証の各委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第４節  ＪＡＮＢ 

（ＪＡＮＢ） 

第１０４条 ＪＡＮＢ（Japanese Authorized National Body）は、次の業務を行う。 
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（1）ＩＩＷ（国際溶接学会）のＩＡＢ（International Authorization Board）で制定された溶接関

係の要員の研修及び訓練についてのディプロマ制度の運営を行う。 

（2）前号のディプロマを与えるための最終試験を行い、合格と認められた者にディプロマを発行す

る。 

（3）日本におけるＡＴＢ（Approved Training Body）を承認する。 

（4）その他必要と認められる業務 

（委員会構成及び委嘱） 

第１０５条 ＪＡＮＢに関する委員会に、委員長１人、副委員長２人以内、幹事及び委員若干名を置

く。 

２ 前項の委員長は、理事会の議決を得て、会長が委嘱する。副委員長、幹事及び委員は、委員長の

推薦により会長が委嘱する。 

（委員会規則及び任期等） 

第１０６条  ＪＡＮＢに関する委員会は、委員会規則を別に定めて運営し、委員会規則の改廃は、理

事会の承認を要する。 

２  ＪＡＮＢに関する委員会の委員長以下役員及び委員の任期並びに重任については、定款第２４条

の規定を準用する。 

（経費） 

第１０７条 ＪＡＮＢに必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

（事業報告及び計画並びに決算及び予算） 

第１０８条  ＪＡＮＢに関する委員会は、年度ごとの事業報告及び決算並びに次年度の事業計画及び

予算を理事会へ提出し、承認を得なければならない。 

（委員会の新設及び改廃） 

第１０９条  ＪＡＮＢに関する委員会の新設及び改廃は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第９章  表彰 

（種類） 

第１１０条 本協会は、定款第４条第７号に基づく表彰として日本溶接協会賞、優秀溶接技能者表

彰及び指定機関役員等の表彰を行う。 

２ 日本溶接協会賞は、次の賞とする。 

（1）功績賞（本協会事業に特に顕著な功績のあった者） 

（2）功労賞（本協会事業に顕著な功労のあった者） 

（3）業績賞（本協会の専門部会及び委員会の長として主導的な立場で貢献した者） 

（4）貢献賞（本協会及び溶接業界で大きく貢献した者） 

（5）会長特別賞（本協会の部会及び委員会において積極的に活動する者） 

（6）技術賞（溶接技術の発展に大きく寄与した、又は、それを期待できる技術を開発した者） 

（7）溶接注目発明賞（注目するに値する溶接関係の特許又は実用新案の発明者及び考案者） 

３ 優秀溶接技能者表彰は、全国溶接技術競技会における優秀技能者の表彰とする。 

４ 指定機関役員等の表彰は、指定機関からの申請による。 
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（実施規則） 

第１１１条 前条の表彰の審査等に関しては、それぞれ理事会の議決を得て、別に定める規則によ

って行う。 

（経費） 

第１１２条 表彰に関する必要な経費は、理事会の議決を得て、決定する。 

 

第１０章  事務局、職員及び嘱託職員 

（事務局） 

第１１３条 本協会の業務を遂行するため、本協会事務所に事務局を置く。 

２ 事務局は本協会全般の事務を処理する。このほか理事会の議決を得て、必要な地に地方事務局

を置くことができる。 

３ 事務局の事務遂行に関して必要な事項は、理事会の議決を得て、別に定める規則による。 

（職員） 

第１１４条 定款第４４条に規定する職員は、職員、嘱託職員とする。 

２ 職員の就業規則及び給与に関する規則等は、別に定める。 

 

第１１章  雑則 

（議事録の作成） 

第１１５条 総会及び理事会の決議事項は、定款第１９条及び第３４条に基づき議事録を作成し、

保存しなければならない。 

（機関誌・紙） 

第１１６条 本協会は機関誌・紙としての機能を有する「溶接技術」（誌）及び「溶接ニュ―ス」（紙）

を監修する。 

（規則） 

第１１７条 本細則の施行に必要な規則等は、理事会の議決を得て、別に定める。 

（細則の変更） 

第１１８条 本細則を変更する場合は、理事会の議決を得なければならない。ただし、第３条で定

める本協会の入会金及び会費の変更は、総会の議決を得るものとする。 

 

 

附則 

（施行日） 

１  本細則は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１２１条第１項において読み

替えて準用する同法第１０６条第１項に定める一般社団法人の設立の登記の日から施行する。 


